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表NO.1 地域区分別　所在地区分

表NO.2 地域区分別　回答者

集計表
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表NO.3 所在地区分別　回答者

表NO.4 地域区分別　経営主体
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表NO.5 所在地区分別　経営主体

表NO.6 地域区分別　施設認可年
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表NO.7 所在地区分別　施設認可年

表NO.8 地域区分別　定員規模
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表NO.9 所在地区分別　定員規模

表NO.10 地域区分別　在園児童総数
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表NO.11 所在地区分別　在園児童総数

表NO.12 地域区分別　定員充足状況
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表NO.13 所在地区分別　定員充足状況

表NO.14 地域区分別　児童数（０歳児）
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表NO.15 所在地区分別　児童数（０歳児）

表NO.16 地域区分別　３歳未満比率
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表NO.17 所在地区分別　３歳未満比率

表NO.18 地域区分別　問1-1 資格取得を志向する方向に進んでいるか
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表NO.19 地域区分別　問1-1 資格取得を志向する方向に進んでいるか

表NO.20 地域区分別　問1-2 類型要件の整備
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表NO.21 所在地区分別　問1-2 類型要件の整備

表NO.22 地域区分別　問1-3 保育制度体系の今後の見通し



― 106―

表NO.23 所在地区分別　問1-3 保育制度体系の今後の見通し

表NO.24 地域区分別　問2-1 とのように合併が進められたか
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表NO.25 所在地区分別　問2-1 とのように合併が進められたか

表NO.26 地域区分別　問2-2 公立保育所は統廃合されたか
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表NO.27 所在地区分別　問2-2 公立保育所は統廃合されたか

表NO.28 地域区分別　問2-3-1 合併により、経営環境が変わったか〈保育料〉
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表NO.29 所在地区分別　問2-3-1 合併により、経営環境が変わったか〈保育料〉

表NO.30 地域区分別　問2-3-2 合併により、経営環境が変わったか〈入所基準〉
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表NO.31 所在地区分別　問2-3-2 合併により、経営環境が変わったか〈入所基準〉

表NO.32 地域区分別　問2-3-3 合併により、経営環境が変わったか〈補助金〉
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表NO.33 所在地区分別　問2-3-3 合併により、経営環境が変わったか〈補助金〉

表NO.34 地域区分別　問2-3-4 合併により、経営環境が変わったか〈施設整備費〉
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表NO.35 所在地区分別　問2-3-4 合併により、経営環境が変わったか〈施設整備費〉

表NO.36 地域区分別　問2-4 合併は保育水準に影響を与えたか
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表NO.37 所在地区分別　問2-4 合併は保育水準に影響を与えたか

表NO.38 地域区分別　問3-1 最低基準を維持する費用が確保された予算として組まれているか
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表NO.39 所在地区分別　問3-1 最低基準を維持する費用が確保された予算として組まれているか

表NO.40 地域区分別　問3-2 福祉部局から保育事業は切り離され他の部局への移管が行われたか
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表NO.41 所在地区分別　問3-2 福祉部局から保育事業は切り離され他の部局への移管が行われたか

表NO.42 地域区分別　問4-1 民間保育所運営費の一般財源化をどう思うか
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表NO.43 所在地区分別　問4-1 民間保育所運営費の一般財源化をどう思うか

表NO.44 地域区分別　問4-2 民間保育所の委託費が一般財源化された場合に不安があるか
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表NO.45 所在地区分別　問4-2 民間保育所の委託費が一般財源化された場合に不安があるか

表NO.46 地域区分別　問4-2-1 どんな不安か
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表NO.47 所在地区分別　問4-2-1 どんな不安か

表NO.48 地域区分別　問5-1 利用者との直接契約について
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表NO.49 所在地区分別　問5-1 問5-1 利用者との直接契約について

表NO.50 地域区分別　問5-2 直接契約になった場合に不安と思うこと
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表NO.51 所在地区分別　問5-2 直接契約になった場合に不安と思うこと

表NO.52 地域区分別　問5-3 直接補助制度の導入について
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表NO.53 所在地区分別　問5-3 直接補助制度の導入について

表NO.54 地域区分別　問5-4 直接補助制度を導入した場合に不安と思うこと
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表NO.55 所在地区分別　問5-4 直接補助制度を導入した場合に不安と思うこと

表NO.56 地域区分別　問6-1 平成16年度の交付金化にともない国庫補助が廃止された事業
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表NO.57 所在地区分別　問6-1 平成16年度の交付金化にともない国庫補助が廃止された事業

表NO.58 地域区分別　問6-2 市町村行動計画の策定内容を知っているか
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表NO.59 所在地区分別　問6-2 市町村行動計画の策定内容を知っているか

表NO.60 地域区分別　問6-3 実施している次世代育成支援対策交付金の対象事業
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表NO.61 所在地区分別　問6-3 実施している次世代育成支援対策交付金の対象事業

表NO.62 地域区分別　問7-1 市町村で保育料の不払い等の問題が起こっているか
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表NO.63 所在地区分別　問7-1 市町村で保育料の不払い等の問題が起こっているか

表NO.64 地域区分別　問7-2 市町村に発生している不払い・未納問題
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表NO.65 所在地区分別　問7-2 市町村に発生している不払い・未納問題

表NO.66 地域区分別　問7-3 不払い・未納に対し市町村がとっている対策
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表NO.67 所在地区分別　問7-3 不払い・未納に対し市町村がとっている対策

表NO.68 地域区分別　問7-4 不払い・未納問題の原因、理由、あるいは影響についての保育所長としての見解
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表NO.69 所在地区分別　問7-4 不払い・未納問題の原因、理由、あるいは影響についての保育所長としての見解

表NO.70 地域区分別　問8-1 第三者評価を受審したか
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表NO.71 所在地区分別　問8-1 第三者評価を受審したか

表NO.72 地域区分別　問8-2 第三者評価受審の進行状況
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表NO.73 所在地区分別　問8-2 第三者評価受審の進行状況

表NO.74 地域区分別　問8-3 第三者評価の受審結果の公表の進行状況
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表NO.75 所在地区分別　問8-3 第三者評価の受審結果の公表の進行状況

表NO.76 地域区分別　問8-4 第三者評価の受審についての考え
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表NO.77 所在地区分別　問8-4 第三者評価の受審についての考え

表NO.78 地域区分別　問8-5 第三者評価の結果の公表についての考え



― 134―

表NO.79 所在地区分別　問8-5 第三者評価の結果の公表についての考え

表NO.80 地域区分別　問9-1 自己評価の指標の種類
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表NO.81 所在地区分別　問9-1 自己評価の指標の種類

表NO.82 地域区分別　問9-2 自己評価の結果をどのように活かしているか
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表NO.83 所在地区分別　問9-2 自己評価の結果をどのように活かしているか

表NO.84 地域区分別　問9-3 自己評価の実施ペース
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表NO.85 所在地区分別　問9-3 自己評価の実施ペース

表NO.86 地域区分別　問10-1 体系的な研修プログラムを策定しているか



― 138―

表NO.87 所在地区分別　問10-1 体系的な研修プログラムを策定しているか

表NO.88 地域区分別　問10-2 研修体制について
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表NO.89 所在地区分別　問10-2 研修体制について

表NO.90 地域区分別　問10-3 保育士一人あたりの研修への参加平均回数（年間）
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表NO.91 所在地区分別　問10-3 保育士一人あたりの研修への参加平均回数（年間）

表NO.92 地域区分別　問11-1 本来業務以外の取り組みの種類
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表NO.93 所在地区分別　問11-1 本来業務以外の取り組みの種類

表NO.94 地域区分別　問11-2 幼稚園との関係での取り組みをしているか
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表NO.95 所在地区分別　問11-2 幼稚園との関係での取り組みをしているか

表NO.96 地域区分別　問12 保育制度または保育所運営についての意見
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表NO.97 所在地区分別　問12 保育制度または保育所運営についての意見
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